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[事業の概要] 

日本での就労を希望する看護科卒業生への就職支援として、2017 年 6 月タイビン

医療短期大学に、大学と共同で、「卒業生のための日本語講座」を開設した。本講座で

一定レベル以上の日本語能力を有する学生を育成し日本の介護専門学校へ留学させ、

在留資格である「介護福祉士」を取得させ日本の優良介護施設での就労に繋げる計画

である。大学は学生募集と教室を提供し、当法人は日本語教育を担当するが、いずれ

も無償で実施しているので学生は無料で日本語を習得し、渡航費とビザ取得費用程度

の負担で留学が可能となる。我々は本年度初めて 8名の留学生を輩出することができ

た（2019 年 4 月来日）。来日後の生活や就労への適応を容易にするために留学生に対

しオリエンテーションを実施した（講義）。留学生と両親、受入れ施設担当者、当法人

の四者面談会を開催した。ベトナムの看護学生を対象として 2 つの教育講演（「リハ

ビリテーションと介護」、「日本のおもてなし」）を実施した。学会発表：昨年度実施し

た「外国人介護福祉士の満足度調査」の結果をまとめ第 16 回日本介護学会にて発表

した。 

[事業実施報告] 

日本語教育：ベトナムにおける看護科卒業生の就職支援として 2017 年 6 月タイビ

ン医療短期大学に開設した「卒業生のための日本語

講座」で日本語教育を無料で実施した。対象は第 1

期生 9名と第 2期生 8名である。第 1期生は 1年余

りの教育で 2 名が N2、6 名が N3 に合格、1 名は N3

不合格であった。第 2期生は 8カ月の教育で 7名が

N3 相当レベル以上に達した。担当はベトナム人教

師１名と日本人教師 1名を予定したが、派遣した日

本人教師は体調不良などで 12 月初めに退職してし

まったためその後は日本語教師の資格をもつ理事が担当した。全員の学生を N2 レベ

ルにまで教育することは、指導能力のある教師を確保できない、費用がかかりすぎる

などの理由でベトナムではきわめて困難であると判断し、第 2 期生より N3 で留学さ

せる方針に変更した。後述のように介護導入講習(講義)を実施したところ、聴き取り

を含め N2取得者について理解度十分と判断された。一方 N3の学生は授業の聴き取り

は 50％程度であり、日本で専門教育を受けるには N2 以上の日本語能力が求められる

ことが分かった。外国人は書く能力が低く『記録』が課題との評価があるので、それ

を克服する一助として 2018年 12月より日記を書かせそれを法人担当者が添削して返

却し清書させている。 

日本の優良施設とのマッチングが成立した 8 名が 2019 年 4 月日本へ留学する。即

ち 1 期生 2 名（Ｎ2 取得者）は中部学院大学短期大学部介護福祉コース（岐阜）に日
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本語科を経ることなく直接入学する、第 2期生 6名（N3相当以上）は日本語学校（東

京１、和歌山５）を経て介護専門学校に進学する予定である。 

 留学にあたり日本文化やビジネスマナーについてのオリエンテーション（講義、24

時間）を実施した。内容は、日本の行事、交通規則、風呂、ゴミの分別、あいさつ、

契約、感謝・恩・お礼、日本人の悪いマナー、勤務時間、勤務中のマナー、手紙の書

き方など。日本語学校や専門学校在学中に介護施設でアルバイトをするので介護技能実習

生用のテキストを使用して介護導入講習（講義、10時間）を実施した。ベトナムの看

護科卒業生は老年看護学を学んでいないため高齢者の病気などの知識が不足してい

る。とくに認知症についてはほとんど知らない。しかし日本の施設では認知症利用者

がかなりの割合を占めるので、認知症の原因、症状などについて講義した（3 時間）。 

 日本では、受入れ施設を訪問・見学し責任者と面談し留学生への支援と協力を互い

に約束した。ベトナムでは、留学生の両親を大学にお招きして受入れ施設担当者、当

法人との四者で契約内容の確認などをした。当法人

は介護福祉士取得に協力し受入れ施設で 5 年以上就

労するとの契約を全うできるよう学生を支援するこ

とを、学生と両親及び介護施設に約束した（写真右）。

面談の後食事会を開催した。これにより互いに理解

と信頼の関係が築けたと感じた。（写真右）。タイビン

医療短期大学は初めての留学生に対し盛大な歓送会

を開催し祝福した（写真下）。    

                            四者面談を終えて                                                                                   

  

大学長祝辞        タイビン人民委員会副委員長祝辞   お礼の言葉（第１期生） 

 

教育講演：看護科学生を対象として、

2つの講演、①「リハビリテーション

と介護」、②「日本のおもてなし」、を

実施した。前者は実技をまじえた NASA

の医師（速水聰氏）による講演（写真

左）で、バックマイ医療短期大学とタ

イビン医療短期大学で実施した。後者

は、高島屋ベトナムの教育担当(チャ
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ン・ティクイ・チョウさん)による講演で、バックマ

イ医療短期大学にて実施した。目的はベトナムの公

立病院では接遇が課題との指摘があるので看護師

となる学生に日本のおもてなしを学び参考にして

いただき、接遇改善につなげていただくことであ

る。演者は高島屋ベトナムの開店にあたり日本の高

島屋で「おもてなし」を勉強されたとのことである

のでベトナム人が日本式おもてなしをどのように

感じたかや習得の難易などについても話して欲しいとお願いしていたが、残念ながら

その話はなかった（写真右）。両講演とも参加型講演で学生に大変好評であった。 

 学会発表：昨年度実施したＥＰＡ介護福祉士およびその受入れ施設の日本人職員を

対象とした意識調査の結果を第 16 回日本介護学会（熊本）で発表した（演題名：日

本人職員と外国人介護福祉士の意識―協働して活躍するために―）。 

日越看護教育内容の違いについての研究は実施しなかった。 

[事業の成果及び評価] 

タイビン医療短期大学の「卒業生のための日本語講座」参加者より初めて 8名の留

学生（2019年 4月来日）を輩出することができたことは大きな成果である。とくに 2

名（第 1 期生）は当講座で N2 を取得した優秀な学生で日本語科を経ることなく直接

短期大学部の介護福祉コースに入学する。これらの学生には受入れ施設より渡航支援

費として各人 10万円が給付されたため自己負担はほぼ無しで、また 6名（第 2期生）

は渡航費とビザ取得費用程度の負担で留学できる。受入れ施設は留学生に学費を貸与

するがＥＰＡや技能実習制度より少ない負担で適性ある人材を確保できた。留学生来

日後においても当法人が留学生及び受入れ施設を支援するので両者に安心していた

だけると確信する。N2 取得という高いハードルのため第 1 期生の多くが留学を断念

したが、第 2 期生のように卒業後 1 年以内に N3 で日本語学校へ留学させることで当

事業を今後とも継続することが可能と思われる。現在我が国における外国人介護人材

受入れの枠組みは 4種となったが、ベトナムの大学で看護学を修めた者には、介護学

を学校で基礎から学び、「介護福祉士」を取得して就労する留学コースが最もふさわ

しく、将来母国に帰国した場合には介護分野のリーダーとして活躍していただく人材

が養成されると期待できる。8 名の留学生のうち男性 2 名は将来ベトナムにて施設を

経営する計画をもっているので、受入れ施設にはその夢を実現できるよう育成してい

ただきたいとお願したところ快諾が得られた。将来が楽しみである。 

当プロジェクトの課題は無料で実施する日本語教育費の捻出である。受入れ施設か

らの謝礼（N3取得者 1名当たり 37.5～40万円）でそれを賄うには 1年間に 10～15名

の留学生を輩出せねばならない。送り出し機関を経ることなく N4 程度での日本語能

力で応募できる特定技能第 1 号が、ベトナムでも、1 年以内に認められると推定され

ており、留学生確保に影響がありそうだ。 
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[今後の計画] 

 第 2期生（卒業生）2名、第 3期生（現 3 年生）2名、第 4期生（現 2年生）12名

に N3相当以上の日本語能力を習得させ速やかに日本へ留学させる。 

 2019 年 4 月来日した留学生について本人と受入れ施設を 1 年に 1 度以上訪ね面談

して現状把握に努め、必要な支援をする。“日記を書かせそれを法人が添削し返却し

清書させる″ことを 2020年 3月末まで継続して実施する。 

 


